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②　今治綿業史における一論点
は　じめに
　愛媛県今治地方は，明治IO年代末の綿ネル業の勃興とその急速な発展，大
正下期以降のタオル織業の顕著な展開によって，特色ある地方工業地域を形
成してきたところである。大正はじめの一文書は，「今治を中心とせる本郡
の工業は，其盛んなることに於て県下に其の比を見ず，　もし旅客にして瀬戸
内海を航海する汽船に立って，各港の盛衰を眺めつつ行かんか，大阪以西に
於て今治程市街に煙筒の林立し，黒煙の濠々天を覆へる地は他にあらざるべ
し」と述べ，これが今治が「伊予の大阪」と称せられる所以であるとしてい
　　（1）　（2）るが，当時，すでに「伊予の大阪」，あるいは「四国の大阪」，さらにはかのイギリスの世界的な綿工業都市になぞらえた　「四国のマンチェスター」
　　　　　（3）（愛媛新報），などと称せられるほどに，今治地方は近代工業地域の相貌を
呈しつつあったのであり，今日にいたるわが国の代衷的な近代地方工業地域
である。われわれは，わが国における近代地方工業地域の形成過程に関する
研究の一環として，この今治地方における綿織物業の発展とそれにともなう
（1）渡部幸四郎編纂『越智郡々勢一班』，1916年，60ページ。
（2）内務省土木局編纂『日本の港湾』第2巻，192S年，港湾協会，360ページ。
（3）篠崎勝「恐慌下の今治綿業労働者一r一般的危機における今治綿業労働者』の序
　章一」，掲載誌，本文参照，37ページより引用。
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綿機業地域の形成過程に関する検討をすすめているが，本稿はその一部分を
なす。本稿においては，わが国綿織物業にあっての今治綿織物業の位置づけ
と今治綿業史に関する従来の文献の吟味，ならびに統計の多少の検討によっ
て，この今治綿織物業の発展過程における問題点の指摘を行なおうとするも
のである。　ここで摘出した問題点の吟味をはじめとする今治綿業の発展過程
・今治綿機業地域の形成過程についての検討は共同研究者葛西大和氏（本学
地理学教室）あるいは筆者によって別稿において行なわれる予定である。
1　わが国綿織物業における今治綿業
　明治19年に勃興した綿ネル業を主軸として発展した今治綿織物業のわが国
綿織物業における位置づけを行なうと，それは，山田盛太郎氏の綿織物業の
編制上の三つの晶相，すなわち，久留米・川越等を典型的事例とし，手織機
本位である内地向綿織物の型，泉南・知多・浜松等を典型的事例とし，明治
末期から大正初頭にかけて力織機数が手織機数をうわまわる輸出向綿織物地
方の型，明治23年の大阪紡績会社によるものを最初とし，35年頃から激増し
　　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）た，力織機本位で輸出向綿布の根幹である紡績会社織布兼営の型，のうちの
第2の輸出向綿織物地方の型に属すると考えられる。あるいは，三瓶孝子氏
の主要綿業地の二つのグループ，すなわち，大阪・愛知の輸出向広巾及び白
木綿生産地，及び和歌山の綿ネル生産地，愛媛・福岡・埼玉・栃木の内地向
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）耕・縞木綿生産地（愛媛は綿ネルをも産する），にあって，県単位としては
後者でありながら，そこにとくにただし書に記されるところがら，それは前
者に属するものとされているのであろう。愛媛は，朝鮮向輸出及び軍需要と
いう市場条件のもとに紡績会社の兼営織布として当初より工場生産であった
臼木綿とともに，軍官公用及び中国向輸出として展開したがゆえに，マニュフ
（4）山田盛太郎r日本資本主義分析』，工934年，26～27ページ。
（5）三瓶孝子「機業における問屋制家内工業及マニュファクチュア」，　『歴史学研
　究』No．エ92　Q956年2月号），6～7ページ。
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アクチュアが発展し，さらに力織機化がすすめられたという綿業における最
　　　　　　　　　　（6）も発展的であった綿ネルの和歌山につぐ産地なのである。
　農商務省の一調査，明治45年の「主要工業概覧」は，綿ネルについて，「本
邦口々ケル染織業申近年ノ創始二心ル輸入模造一穂シテ年々其技術進歩シ確
実ナル基礎二於テ発達シ輸入品ヲ駆遂セルノ域細江セシモノヲ挙クレハ綿ネ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）ル業ノ如キ其輝国ルモノノート称セサルヘカラス」としているが，軍官公
用，軍国輸出という市場条件のもとに，このような急速な発展をとげた綿ネ
ル業にあって，今治地方のそれは特異な様相を呈している。
　．ヒ掲の「主要工業概覧」は，ひきつづき綿ネル業の生産抹況について「綿ネ
ル製造ハ生：地綿布ノ製織，捺染起毛ノニ工程二区分セラレ捺染起毛ハ精巧ナ
ル機械ノ操作二四タサルヘカラサルモ生地ノ製織ハ手機ヲ以テスル副業組織
ニョリ又ハ力織機二丁目工場組織ノ何レニテモ簡単二製織セラルルカ故二階
分業トシテ成立スルニ適シ敢テ大規模ノ工場ヲ要セサルカ故子本邦ノ現状二
最モ良ク適当シ日本製布地式会社並二愛媛県二野ケル多数工場二野テ製織ヨ
リ整理迄ヲ同一工場ニテナスノ外殆ト総テ分業的二発生シ生地ヲ他工場二仰
キ捺染起毛ヲナシ三日依托ヲ受ケ捺染起毛ヲナスモノニシテ和歌山，大阪等
ノ生産組織ハ皆野リトス織布工場ハ大規模ノモノナキニアラサレトモ小工場
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）又ハ副業的ノモノ多キヲ占ム」と述べているが，ここには，綿ネル業はその
生産工程上の特殊性により，精巧なる機械による起毛工程は工場組織を要す
るが製織工程は必らずしもそうであることを要せず，織布は副業的なものが
多い事情があきらかにされている。わが国綿ネルの最大の産地であり，その
発展的側面が注目されている和歌山の綿ネル業もまたしかりであるとして
いるが，そのようななかで，日本製布株式会社が工場組織による金工程生産
を行っているほか，愛媛は多数の工場があり，「製織ヨリ整理迄ヲ同一工場
ニテナス」特異な綿ネル生産地であることが示されている。
（6）
（7）
（8）
同前，8～9ページ。
土屋喬雄編『現代日本工業史資料』第2趣，ユ949年，労働文化社，10Dページ。
同前，IQIページ。
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第1表　主要綿ネル生産府県の生産形態別状況
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註1）『農商務統計表』（第22次，26次，31次）より作成。
　2）職工数，織機数の（）内は，それぞれうち男工数，力織機数を示す。
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　ここに指摘されている愛媛の綿ネル業の特徴について，明治38年度からは
じまる「織物指定特別調査」　（第22次以降の『農商務統計表』に掲載）によ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’って統計的に検討してみよう。同調査は主要織物を対象として，その主産地
（主要府県）をとりあげ，生産形態別の製造戸数，職工数，生産高（数量・
価額）を統計的に把握してあるものであるが，綿ネルでは，京都・大阪r和歌
山・徳島・愛媛の5府県があげられている。第1表はこれら5府県について
の，明治38年，42年，大正3年度の生産形態別製造戸数構成と，明治42年度
の生産形態別職工数・織機数等を示すものである。まず，京都が特異な様相
をみせてる。明治38年にすでに製造戸数はわずか23で他の府県に比してき
わだった少なきであるが，以後はさらに減少し，ほぼ工場のみとなる。その工
場は1工場あたり職工数は733．7人，織機数は349．7台目，他の府県の工場
のそれから隔絶した大ききであり，また，力織機率は98．9％に達していて，
ほぼ完全に力織機化している。ここには，先にふれた日本製布株式会社の3
　　　　　　　　（9）つの工場があるが，この京都の綿ネル業は機械制大工場生産となっているの
である。その他の諸府県は，これとは対照的に，いずれも多数の製造戸数が
あり，その平均規模も小さいという共通の特徴をもちながら，そのうちの最
大の産地である和歌山および大阪，徳島の諸府県と愛媛とには大きな相違が
ある。和歌山などにはもちろん各府累間に少なからぬ差異もあるが，いずれ
も，一方には動力化がかなりすすみ（大阪，和歌山にて顕著であり，徳島にお
いても愛媛よりすすんでいる），その規模の大きい（大阪においては著しく，
和歌山においては5府県平均より小さいとはいえ愛媛よりは大きい）工場が
存在しているとともに，他方には彪大な数の賃織業が存在している。明治42
年の和歌山についてみると，1戸あたり職工数1．6人，同じく織機数1．7台
というその規模の零細な，実に4，356に及ぶ賃織業が存在し，規模の大きい
多数の織元の存在とあいまって，聞屋制的家内手工業生産が広汎に展開し，
（9）農商務省編纂『明治42年工場通覧』による。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）これによって綿ネル生産は支えられていたのである。これに対して愛媛は，
明治38年，42年ともに工場数は主要綿ネル県のなかで最大であり，製造戸数
のほぼすべてがこの工場なのである。力織機率は10％で大きくなく，また，1
工場あたり規模も職工数14．9人，織機数工6．2台で主要綿ネル5府県の全
工場平均39．2％を大きく下まわり，，大きいとはいえないが，このような多
数の小工場（マニュファクチュア）によって生産が行われているところに，
そのきわだった特徴があるといえよう。この点については，すでに古島敏雄
氏によって，和歌山との対比のうちに，この愛媛の綿ネル業には小規模なが
ら10人以上就業作業場数の多いことが，そのひとつの特徴として指摘されて
　　　　　　　（11）いるところである。愛媛の綿ネルはそのほとんどが越智郡に集中しており，
この多数の小工場の存在こそ今治綿ネル業にみられるきわだった特徴である
ことを，まずここで把握しておきたい。
2　今治綿業史に関する研究状況
　以上にみたごとく，今治綿業は明治・大正期におけるわが国綿織物業にあ
って，最も急速な発展をとげた綿ネルの主産地のひとつであり，今治はこの
時期におけるわが国綿織物業の発展的側面の検討を行ううえでの重要な機業
地のひとつであるといえよう。われわれはこの今治機業地を対象とした研究
を行なっていくが，まずここでこの今治機業に関する従来の研究状況を概観
し，今後の検討すべき論点を整理していきたい。
　今治綿業史に関する文献としては，この今治綿業史記究を大きく前進させ
た篠崎勝氏が，その研究をはじめるにあたって検討きれたものとしてあげら
れている『今治町郷土誌』，1911年，　「愛媛県旧稿』上下2巻，1917年，
（IO）　和歌山の綿ネル業の機業形態が出機形態にあることについては，揖西光速編『現
　代日本産業発達史X［繊維』上，1964年，2！Gページ．なお，和歌山高商産業研究部
　　『和歌山綿ネル業研究』1938年，を参照。
（ll）古島敏雄『産業史N』，1966年，山川出版社，450～51ページ。
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「今治市誌』，1941年，大島居蕃「今治綿業の研究」，賀川英夫編「日本特
殊産業の展相一伊予経済の研究一』1943年，ダイヤモンド社，西村安「今治
地方における綿業の推移」，「伊予史談』　124号，1950年，菅原利鎌『今治
　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）綿業発達史』，1951年，今治綿業倶楽部，ならびに，菅原利鎌『今治タオル
工業発達史』，1953年，同前，と篠崎勝氏の一連の論文，すなわち，「今治
綿業マニュファクチュアの成立」『愛媛大学歴史学紀要』第2輯，1953年，
「今治綿業における産業革命の展開一マニュファクチュアより機械的工業へ
の推転一」，　『愛媛大学紀要』第1部人文科学第2巻1号，1954年，「第一次
大戦時における今治綿業労働者一好況期の実態一」，　「愛媛大学歴史学紀
要」第4輯，1955年，　「恐慌下の今治綿業一『一般的危機における今治綿業
労働者』の序章一」，『愛媛大学紀要』第1部人文科学第2巻2号，1954年，
「大正期における今治綿業労働運動の勃興」その←う，その口，「愛媛大学紀
要』同前第9巻Bシリーズ，第11巻Bシリーズ，1963，65年，がある。
　篠崎氏の諸論文に先立つ時期の諸文献は，そのほとんどが郷土誌書あるい
は沿革史的なものであり，それらによって今治綿業史の概略を窺知すること
ができ，また，それらのいくつかはわれわれの対象とする時期と同時代的な著
作であるがゆえに史料的価値もたかいが，それらの本来の性格から多くの制
約をもたざるを得ないものとなっている。そのようななかにあって，賀川英
夫編の書物は旧松山高商のスタッフによって刊行されたものであるが，そこ
に収録されている大鳥居氏の論文においても，たとえば，今治綿業の発達の時
代区分はこれを，第一期白木綿時代，第ご今町ネル時代，第三期広巾及タオル
　　　　　　　（13）時代，としており，『今治市誌』におけるそれとの差異はなく，歴史的過程
の叙述においては，郷土誌書などのそれと大きな懸隔はない。われわれは，こ
れらの文献における体系的とはいい得ない叙述から多くの手がかりを得たい
（ユ2）篠崎勝「今治綿業マニュファクチュアの成立」，掲載誌，本文参照，59・Ae　・一ジ。
　なお，筆者の管見の限りでは，今治綿ネル業史に関する最も古い文献は，　『愛媛県
　報』に，明治4Q年5月15日から5月19日までの5回にわたって連載された「伊予綿
　練の沿革」である。
（13）同書には編集者の賀川英夫氏の駿が附されているが，そこでの今治綿業史の時期
　区分は大鳥居氏のそれとまったく同一である。
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と思うが，今治綿業史についての研究を行なうに際しては，まず，篠崎氏の
研究成果の吟味からはじめるべきであろう。
　篠崎氏は，まずそれ以前の今治綿業史に関する文献を検討し，　「これら従
来の沿革史や研究に共通した欠陥」として，　「今治綿業の資本主義的生産が
通過した農民の小商品生産段階（原生的独立小経営及び綿替制家内労働調資
本家的家内労働），マニュファクチュア段階（マニュファクチュア及び出機
制家内労働＝資本家的家内労働），機械制工業段階（産業革命，機械工場）な
どの歴史的発展過程が十分明らかにされていないことと，それぞれの発展段
階における生産者＝労働者に関する考察がほとんど為されていないこと」を
　　　（14）指摘する。そして，以上のごとき欠陥のために，なお残されている重要な諸
　　　　　　　　　　　　（ユ5）問題として三つの点をあげる。
　第一は，いわゆる綿替木綿制の創始に関する通説的理解についてである。
この点については，通説の享保旧聞綿弓木綿制創始説を批判して，農民の原
生的独立小経営は文政年間まで一般的であって，この頃から二二制がはじま
り，天保期にいたって小経営が解体して綿替制による資本家的家内労働が支
　　　　　　　　　（16）配的に成立したとする。以後の検討は，この綿替木綿制に関する理解を前提
としつつ，他の二つの論点について行なわれていく。
　その残された他の二つの論点とは，ひとつは，近代における綿ネル・タオ
ルの創業（＝［：業都市今治の成立）の歴史的意義がマニュファクチュア成立に
あることを強調することが不十分なため，今治近代綿業の創始をマニュファ
クチュアの成立に関する基本的諸問題から考察する努力が払われていないと
いうこと，ふたつには，今治綿業の原始的蓄積三三・産業革命期における労
働者の形成が十分考察されていないため，一一re的危機の時代において激化す
る資本家と労働者との階級対立の必然性とその実態に注目することが全くな
（14）　（12）と同一論文，59ページ。
（！5）　同前，59～60ページ。
（16）同前，61～72ページ。
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かったこと，である。この二つの論点のうち，後者についてはただに第3炉
ら第6論文においてのみではなく，第1，第2論文においても追究きれてい
るが，ここではマニュファクチュアの成立，機械制工場への推転の時期を対
象とする第1，第2論文を申心に検討していきたい。
　ところで，天保年間に成立した綿弓制による資本家的家内労働は明治10年
代末まで存続するとし，まず，マニュファクチュアへの推転過程が究明され
（17）
る。それはわが国綿業の大勢が機械制紡績業と綿織マニュファクチュアへと
推転しつつあった時代においては，　もはや救い難いほどの行きづまりに陥っ
ており，このような綿替制という遅れた生産様式を廃棄して，新しく紡績糸
による工場生産様式を創始することを余儀なくされ，ここに綿織物マニュフ
ァクチュ7が成立した，ときれる　（注（17）論文，84ページ，以下同じ）。
明治19年1月の矢野七三郎らによる綿ネル製造の合資会社興修舎の創立をそ
の標識とし（84ページ），この綿ネルマニュファクチュアの成立によって，
旧来の綿替制からマニュファクチュアと出機制への転換を促迫きれた臼木綿
における明治22年の伊予白木綿株式会社の創立と今治工場の設置をもって，
今治綿業はマニュファクチュア段階へと推転した，とされるのである（89ペ
ージ）。
　つづいて，　このようにして成立した綿織物マニュファクチュアの機械制工
　　　　　　　　　　　（18），　．場への転換を追究していく。今治綿業マニュファクチュアの成立した時期は
すでにわが国綿織物業の大勢は産業革命に入っている時期であるとし（注
（ユ8）論文，　ユユOAO　一一ジ，以下同じ，），『今治綿業発達史』のあげる綿ネ
ル・白木綿の生産高が明治29年，30年に減少していることに着目されて，．動
力による機械制工業生産が支配的となって中小マニュを圧倒しつつあった
日清戦後の時代にいまだマニュ段階にあしった今治綿業は先進大資本に圧倒さ
（17）以下，（12）と同一論文による。
（18）以下，「今治綿業における産業革命一マニュファクチュアより機械制工業への推
　転一」，掲載誌，本文参照，による。
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れて経営の行きづまりに縫着した，とする　（l！O～l11ページ）。　「マニ
ュ経営の限界を痛感した今治綿業資本は，早急に自らの生産様式を変革する
外に発展の途のないことを知った」のであるが，明治33年，阿部会社は英国
より力織機プラット・ブラザース50台を輸入して汽機・汽罐を据えつけ，柳
瀬義富工場（興業舎＝旧興修舎）・村上会社も，汽機・汽罐・起毛機を据
え」るが，これをもって今治綿業における産業革命の開始とするのである
（11！ページ）。柳瀬義富工場（興業舎）のように，蒸汽力による趨毛機を
据えて生産工程の機械化を図りながら，製御まなお依然として手織機80台を
備える大規模マニュ（今治本工場）を一心として，周辺農村に分布する出機
制家内製織を存続させているものもあるが（l12ページ），阿部会社は力織
機の導入とともに従前の周辺農村に配置した零細マニュ（分工場）の手機を
すべて本工場に統合し，本工場は，あらたに，バッタン機を設えるマニュフ
ァクチュアが附属する形態をとるようになった，とするのである（lllベー
ジ）。
　力織機の導入のはじまった明治33年から力織機化が著しくたかまった明治
40～45年までを今治綿業における産業革命期とされるのであるが（114ペー
ジ），この今治綿業における産業革命三一マニュファクチュア段階より機械制
工業段階への推転期一は，綿ネルの農村分工場や白木綿の農村賃作業場・出
機制家内工業などを消滅させていく過程でもあって，マニュファクチュア段
階の著しい特徴である綿ネルにおける大規模マニュ（本工場）と周辺農村の
分散的零細マニュ（分工場）との結合，及び白木綿における製織準備工程マ
ニュ　（糊付・糸繰・i整理の工場）と周辺農村の賃作業場・出機制家内工業と
の結合を全般的に解体させる過程でもある，ときれるのである（113ページ）。
以上のごとく，篠崎氏は今治綿業における資本主義的生産の歴史的発展過程
を究明し，その諸段階を画定されたのである。篠崎氏は，この今治綿織物業
における発展の基本的道筋を，軍官需要，海外輸出という市場条件を前提と
し，これら市場における先進地綿織物業の圧迫をうけた綿替資本，あるいは
　　　　　　　　　　　　　　　一34一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今治綿業史における一論点　165
綿替資本として小生産者を掌握してきた今治綿商人資本がマニュ資本へと転
化し，これら有力マニュファクチュアにおける動力化の進展により工場制工
業へと推転していった，と把握されるのである。ここに今治近代綿業成立・
発展の資本的条件をもとめ，また越智郡下一円の窮貧な小農民の広汎な存在
にその労働力的条件をもとめられているのである。
3　今治綿業史における一論点
　（1）　今治綿業史にみられる特徴点
　前節においてみたごとく，篠崎氏の研究によってこの今治綿業史の研究は
大きく進展したのであるが，氏の精力的な研究にもかかわらず，この今治綿
業の発達過程にみられる特質はなおあきらかにきれておらず，したがって，
また，この今治綿業の発展諸条件もなお十分究明されたとはいいがたい。以
下，この今治綿業史における特徴点をあきらかにし，検討すべき論点をクロ
ーズアップしていきたい。
　篠崎氏が阿部株式会社における動力化のはじまる明治33年以降の時期を産
業革命期とし，この過程を手織機工場から力織機工場への転換とともに，織
ネルの農村分工場や白木綿の農村賃作業場・出機制家内工業などを消滅きせ
る過程である，とされていることはすでにみてきたところである。われわれ
には篠崎氏によってこのように把握されている当該の時期の綿ネル業の動向
にはなお検討すべきものがあると思われる。
　箪一に，明治33年からの産業革命期とされる時期に，一方ではたしかに動
加化の進行がみられ，マニュファクチュアの機械制工場への転換がすすむな
かで，なお広汎なマニュファクチュアが籏生しつつあったことである。第2
表は，織物指定特別調査による愛媛県綿ネル業の動向を示すものである。こ
れによると，力織機数は明治38年の70台から，明治42年の546台，大正2年
の1，227台を経て，大正3年には1，336台へと増加し，力織機率は1．8％から
12．9％，31．6％を経て35．9％へとたかまっており，この間に力織機化は大き
　　　　　　　　　　　　　　　一35一
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第2表　愛媛県綿ネル業の推移
｝エ 劇家内工業1織元障血合 司　　1戸あ　　たり
明治
38年
40
4！
42
43
44
大正
1年
2
3
製織戸数
織機数
職工数
製造戸数
織機数
職工数
製造戸数
織機数
職工数
製造戸数
織機数
職工数
製造戸数
織機数
職工数
製造戸数
織機数
職工数
製造戸数
織機数
職工数
製造戸数
織機数
職工数
製造戸数
織機数
職工数
　175
3，697（　70）
5，437（　L52）
　180
3，02フ（　！69）
3，084（　107）
　235
4，056（　296）
4，092（　112）
　251
4，066（　406）
3，746（　155）
　236
4，081（　508）
3，s81（　1635
　IOI
3，919（　686）
4，037（　216）
　149
3，614（　851）
2，891（　2！5）
　工3フ
3，327（1，227）
4，673（　308）
　26
3，704（Z，366）
5，033（　97）
36
366（O）
372（6）
3
15（O）
工9（o）
19
100（　O）
IOO（IOO）
　1
エ00（0）
100（IOO）
　l
lOO（工00）
210（210）
臆　：1
i臨：i溜
7
29（O）
29（O）
3
23（O）
23（O）
5S
495（O）
376（3）
47
4フ（O）
47　eo＞
　8
100（　O）
180（180）
7
51（　O）
71　（．　70）
　1
64（　O）
llO（llO）
102（　O）
102（　O）
40
40（O）
40（O）
32
32（O）
32（O）
　194
3，フ97（
6，637（
70）
152）
　217
3，493（　169）
3，656（　213）
　239
4，071（
4，32工（
19．6
28．6
16．1
16．4
395）1　17．0
322）1一　18．1
　252
4，206（　546）
3，952（　361）
　295
4，233（　608）
4，l13（　343＞
　156
4，088（　686）
4，286（　396）
　191
3，620（　861）
3，017（　285）
　193
3，886（1，22フ）
5，159（　421）
　26
3，806（！，366）
5，13S（　97）
16．7
工5．7
14．3
13．9
26．2
27．6
9．O
15．8
20．1
26．7
146．4
197．8
註1）各年度のr農商務統計表』より作成。
　2）織機数，職工数の（）内は，うち力織機数，男工数を示す。
　3）明治39年の数字はその前後関係からあきらかにあやまりであると判断されるので
　　除外した。
　4）大正4年は大正3年とまったく同じ1数値である。
　5）大正5年以後は綿ネル独自のものが“なくなり，広巾綿布となる。
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くすすんでいる。しかしこの聞に工場数は175から明治42年の25！へと大きく
増加しており，それが減少するのは明治42年から43年にかけてであり，大正
2年から3年にかけて決定的に減少するという動きをみせている。明治38年
から40年半にかけては工場規模は縮小しており，力織機化が着実にすすんで
いるこの期間に，小工場が籏生しているのである。工場のなかで力織機を使
用するものと，そうでないものとを分離することはこの統計からはできない
第3衰明治4！年現在工場　　が，阿部会社などの有力業者において採用され
　　　の創業年次　　　　　　　　　　　　　ている力織機数は大きかったであろうことを勘
創業剃本引分瑚計
明治19年
　2S
　26
　27
　28
　ne
　30
　3工
　32
　33
　34
　35
　36
　37
　38
　39
　40
　41
　42
2
?????????
?﹇???????????????????????????????????
???
4
合訓・・　1…　1・8・
註工）『明治41年愛媛県勧
　業年報』より作成。
案ずるとき，この小工場の三生とは小マニュフ
ァクチュアのそれであろうことを推測せしめる
であろう。この点について『県統計書」の「工
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（19）場細別」における個別工場別記載からみると，
ユ：場数は明治27年22，28年27，34年29，41年
182，大正5年49，7年48で，うち原動機を使
『用するものは，明治27，28年にはなく，以後3
工場，5工場，14工場，35工場となる。明治34
年から41年間に工場数は著しく増加しているが
原動機を使用するものはわずか2工場の増加に
すぎず，この間はマニュファクチュアの籏生を
もって特徴づけられるといえようρこころみに
明治41年12月末現在の工場の創業年代をみると
第3表のようになる。動力化に先立つ明治32年
創業というものが26でひとつのピークをなすが
38年，39年，あるいは41年に創業というものが多
く，この年にある工場の約半数が明治38年以後
（19）　以下，各年度のr愛媛県統計書』，ただし，明治41年度はr愛媛県勧業年報』，
　の「工場細別」における個別工場記載を集計した数字である。
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というあたらしい時点に創業しているのである。篠崎氏によって強調されて
いる阿部会社等の有力業者における力織機の導入はこの今治綿業のあたらし
い段階の到来を告げるものではあるが，この力織機化は一部少数の有力業者
においてのみ進行しているのであり，このことを除けばむしろ小工場（マニ
ュファクチュア）の増加こそ明治30年代から40年はじめの時期の著しい現象
なのである。多数の小工場の整理は大正2年から3年にかけて顕著に進行す
るのであるが，明治33年以降の時期を単純にマニュの整理過程とみなすこと
ではこの今治綿業の発展過程の特質をあきらかにすることはできないであろ
う。
　第二に，この肥大な数に及ぶ小工場はその多くが分工場であって，小工場
の籏生とは分工場の設置であることが多かったことである。　『今治市誌』に
は綿ネル業者のうちの主だった3業者，すなわち，村上熊太郎（村上綿ネル会
社），興業舎，阿部株式会社についての記述があるが，いずれも各地に分工場
を設置していることが記されている。そのうちの阿部会社については，当初は
近在地に工場を設け織機を500台とし，大いに成績をあげ，明治3！年には大阪
に支店を設けるが，明治33年に工場を各：地に置くことの不便：不利を考えて大
　　　　　　（20）工場を設立したとしており，この時点で分工場が整理されたようであるが，他
はいずれも30年代につぎつぎと分工場を設置しているとしている。広島・熊本
・丸亀・松山其他各地の兵営への納入の端を開いた村上熊太郎は，明治25年に
は海外輸出を試みて好成績を得，供給不足の盛況を呈したので，分工場の設
置を計画し，26年目地方の未曽有の風水害のあと，被害地方に分工場を増設
して盛んに製織したが，なお需要に応じきれず，29年に個人営業を改めて他
の5名とともに資本金3万円の村上綿練合資会社を設立し，本社を風早町に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（21）置き，同時に二十有余の分工場を設置したという。折から解散した伊予綿布
株式会社の本分工場を買収し，35年更に事業を拡張して分工場を48ヵ所に置
（20）今治市役所編r今治市誌』608ページ。
（21）　伽）と同一書，606Ae・一ジ。
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きユ，260の機械を有し，年産額はユ0万有余にのぼったが，このほかに「半製
造家の特設五家，其工場が三十余」あって，直営のものに合すれば合計70余
　　　　　　　　　　　　　　（22）工場，1，900機となったという。興業舎については明治28年以来各地方に分
　　　　　　　　　　　　　（23）工場を増設したとしているが，明治42年の一新聞記事は，四国屈指の大工場
で，前年度の製造高約5万反（価額25万円），本工場以外東予4郡に跨って大
　　　　　　　　　　　　　　　　　（24）小40一個所の分工場があるとしている。先の第3表には，この明治41年目工
場はその記載から本工場と分工場とにわけられるが，本工場は34，分工場は
148となり，分工場の多いことが示されている。また，この工場の工場名と
工場主の記載からみると，182工場の工場主は43名となり，1工場主あたり
平均は4．2工場となる。工場数別工場主数は第4表のようになる。分工場が多
かったとされる村上綿ネルを吸収したという矢野商店は8工場にとどまり，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　また阿部会
　　第4表　工場数別工場主（明治41年）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社も3工場に
工謡扇劃 工　　場　　下 ? 1工場所在町　村　数
3副
???????????????? ? ?? ?興業舎松宮兄弟商会（宮崎儀三郎）野間直政
岡田恒太
矢野商店（矢野通直）
高橋元太郎・水野文次郎
鴨川知一
橋本萬三郎・木原友太郎・武田由太郎
阿部合名会社ほか
丸今綿布合資会社ほか
麓常三良βほカ〉
　16
　13
　16
　工3
　8
各5
　3
合訓43 t
註1）r明治41年愛媛県勧業年報』より作成。
すぎないが，
興業舎は実に
38工場で，そ
れらはユ6力町
村に分布して
いる。これに
つぐ松宮兄弟
商会は24工
場，13力町村，
野間直政が15
工場，9力町
（22）
（23）
（24）
同前，607ページ。
同前，607ページ。
r愛媛新報』明治42年12月13日。
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村，岡田恒太が13工場，13力町村となっている。第2表でみた綿ネル工場数
は明治41年が最大で，42年がそれにつぐ大きさであり，40年代の著しい大き
さが注目されたが，それらの多くは分工場であったのである。わが国最大の
綿ネル産地である和歌山では賃織業によるところが大きかったのと対照的
に，ここ愛媛の綿ネルは多数の小工場の存在をもってその特徴としていたこ
とをみてきたが，その多くは分工場であり，この分工場形式の展開が今治綿
ネル業にみられる著しい特徴であったといえるのである。
　第三に，この分工場をその多数とする小工場は，その多くが越智郡下一円
の農村部に分布しており，これら農村部に小工場が籏生していることであ
る。明治41年の182工場は第5表のごとく，越智郡下33力町村に分布してい
る。うち今治町とそれに隣接する日吉村にあわせて34工場があるが（ここには
原動機を使用する5工場のすべてがあり，大規模工場も集申している），ほか
に四国本島部17力町村に97工場，島嗅部14力村に51工場というように郡下一
円に小工場が存在しているのである。この点については，従来からの文献にお
いてもその多くに記され，また篠崎氏によってもマニュ段階の著しい特徴と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（25）して把握されているのであるが，古島氏の指摘にもあるごとく，この農村部
における小工場の籏生こそ明治後期の今治綿ネル業にみられる著しい特徴な
のである。
　なお，以上は『県統計書』の「工場細別」による検討であるが，　「県統計
書』は，明治27，28年と34年以降が利用できるにとどまり，明治20年代と30
年前後についての検討が不可能であること，ならびにこの「工場細別」は職
工10人以上のもののみを対象としていること，という二つの理由によって小
工場の推移を十分示し得ていない。動力化のはじまる以前の，明治30年前後
の広汎な小工場の展開の実態はあきらかにし得ないし，また，先には明治41
年をピークとした工場数の，職工！0人をやや下まわる数名程度の小工場が加
（25）　古島（11）と同一書，450～51ページ。
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第5表　織物工場の分布状況（明治41年）
願解工数不明
lo人未満
10人以上
15人　〃
20人　〃
3Q人　〃
40人　〃
5Q人　〃
lQO人　〃
150人　〃
2QO人　〃
合
??
今治町
7一　89（　7）
〈1＞
5一　91（IO）
7－175（21）
1一　32（　3）
〈1＞
2一　85（IO）
1一　92（　7）
1－IOO（20）
＜1＞
1－220（20）
26－884（98）
〈3＞
日吉村
4一　43（　O）
3一　65（　O）
1－163（13）
〈1＞
1－238（28）
＜1＞
9－509（41）
そ　の　他
四国本島部
17力町村
46一　524（　O）
16一　2B8（　O）
2フー　　589（　O）
5一　168（　4）
2一　87（　5）
1一　120（　5）
97－1，746（！4）
島喚部ユ4力村
1一　？
2一　17（　O）
22－269（　O）
12－204（　O）
9－203（　1）
2一　66（　O）
2一　82（　4）
1一　50（　O）
50－891（　5）
1一　？
合　　　計
33力町村
1一　？
2一　17（　O）
79一　926（　7）
〈1＞
33一　653（　O）
46－1，032（　22）
8一　266（　7）
6一　254（　！9）
2一　142（　7）
2一　220（　25）
＜1＞
1一　163（　13）
〈エ＞
2一　468（　48）
〈ユ〉
181－4，030（158）
〈5＞
　1一　？
註1）　r明治41年愛媛県勧業年報』より作成。
　2）7－89（？）は工場数7，うち原動機使用工場1，職工数89，うち男工7を示す。
　　〈1＞
わった際の推移もあきらかではない。先にみたように，有力業者は明治34年
以前においても分工場を多数設置しており，・小工場の広汎な成立があったと
いえよう。今治綿業にみられる小工場の籏生という特徴は，明治34年の動力
化の時期以後だけではなく，それ以前にも共通するものであった。このよう
にそれは20年代にもみられるこの今治綿業の特徴ではあろうが，しかし，明
治33年からはじまる一部有力業者による織機の採用，工場生産への転換がお
しすすめられた時期にこそ多数の小工場（小マニュファクチュア）が分工場
として設立されていることに注目すべきであろう。
　篠崎氏によってマニュファクチュア段階の箸しい特徴ときれる綿ネル業に
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おける大規模マニュファクチュア（本工場）と周辺農村の分散的零細マニュ
ファクチュア（分工場）との結合という関係は，この今治地方において特徴
的にあらわれたものであり，他の綿ネノヒ業地域にはみられず，綿ネル業におけ
る一般的特徴ではない。篠崎氏にあっては，今治綿ネル業のわが国綿ネル業
における位置づけの吟味がなく，綿業史にみら’れる資本制的発展の一般的法
則性のここ今治綿業史における貫徹を検証することに主要な力点がおかれて
いること，その検証が既存の文献にみられる統計，記述の再利用にとどまっ
ていること，などによって，　この今治綿業史にみられる特徴的な現象形態を
特徴的なものとして把握し得ずにおわってしまったといい得よう・また，明
治33年の阿部会社における力織機の導入をもって産業革命の開始とし，それ
以後をひたすら力織機化，上にみた本工場・分工場の結合の解体過程とされて
いるために，朋治40年代までをもつらぬく分工場の籏生という事態は見落さ
れてしまっている。動力化による工場制工業への転換ということが明治後期
から大正期にかけての基本的動向であるということはいうまでもないところ
であるが，動力化は少数の有力業者の大規模マニュファクチュアにおいての
みみられたことであり，この時期には多数の小マニュファクチュアがいっせ
いにうまれているというように，その現実はきわめて複雑なのである。少数
の有力業者の大規模マニュファクチュアにおける動力化の進行と，同時に展
開する小マニュファクチュアの籏生という複雑な過程についてのより適切な
時期区分が必要であると思われる。
　（2）　今治綿業史における一論点
　すでに第1節でみたように，愛媛の綿ネル業は，京都のように少数の大工
場生産によるのではなく，また和歌山その他のように一部大工場における捺
染・起毛と賃織業による製織ということでもなく，多数の小工場による生産
であるところにその特徴があるとされていたが，前項では当該の時期の今治
地方には，農村部に多数の小工場の籏生，今治綿ネル業者による小分工場の
設置，という動きのあったことをみてきた。今治綿ネル業の急速な発展はこ
　　　　　　　　　　　　　　　一42一
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の農村部における小工場の成立を基礎としていたのであり，これら小工場を
めぐっての検討こそ今治綿業史における重要な課題であるといえよう。こ
れら小工場の多くが今治綿ネル業者の分工場であることをみてきたが，こ
の分工場の実態・性格を吟味し，今治綿ネル業者が分工場を設置していく要
因をあきらかにすることが肝要であろう。ここでは今後の検討に先立ち従前
の文献の・記述などによって若干の見当づけを行いたい・
　文献上の記載としては，白木綿に関するものがある。　「愛媛県誌稿』下巻
は白木綿について，　「本事業は純然たる家庭工業にして精確なる統計」はの
ぞみがたいとしたあと，明治34年から43年目での白木綿業の営業者等の統計
　　　　　　（26）をあげているが，そこにあげられた営業者・工場・取扱店・仲持人について
「取扱店とは織元と賃下職工との間に介在して，原糸の供給，製品の収納，
賃銭の仕払を任とし，一定の口銭を受け工場を設備し，賃織職工の作業場を
貸与するものなり。仲持人は工場を有せず，其他は取扱店と同じ。而して本
門の工場と称するは，織元に於ける糊付・糸繰・整理等の織成の準備を為す
　　　　　　　　　（27）場所なり」としている。営業者一織元のごとくであり，この織元と賃織者と
の中間に介在するものとして，取扱店と仲陽人とがあるが，後者が口銭とり
であるにすぎないのに対して，前者はみずから工場を設備しているのであ
る。小工場を有する小工場主が織元によって編制され，取扱店となっている
ものとみなすこともできよう。これは臼木綿についてであり，綿ネル業につ
いては分工場の内容に関する記述はないが，　『県統計書』の「工場細別」の
（26）　同書，959ページにはつぎの統計が記載されている。
難国36國38i3gl・・4・｛4243
営業者
工場
取扱店
仲持人
????? ?????????? 15
　9
148
！4
17
127
151　131　13
251　32i　14
1241　1481　93
－i　83r　58
??
（27）　『愛媛県誌稿』1917年，960ページ。
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記載などから検討の手がかりを得ることができる。分工場の場合，工場主欄
は多くの年度は本工財主名をあげているが，大正3年以降には同一工場名を
冠するものであっても本工場主名と分工場主名とが異なっているものが多く
みられる年度がある。たとえば，大正3年には興業舎名を冠する工場は28あ
るが，今治町内にある職工531人の本工場と，職工10人，職工7人の工場は
その工場主は株式会社興業舎となっているほかは，1郡下各町村に分布する25
の分工場は，そのいずれもが工場主脳をそれぞれ異なる個人名としている。
大正5年はすでに綿ネル業における工場生産への転換が大きくすすみ；町工
場が整理された段階であるが，興業舎を冠する6月半は，．日吉村にある第一
工場と他村に分布する4つの分工場であるが，分工場主名は東千吉，小池弥
七，村上半治，村上喜作となっている。田頭綿ネルを冠するものとしては，
職工211人の工場（工場主田頭宗四郎）のほかに4つの分工場があるが，そ
れらの工場主名は矢野亀吉，矢野文治，鎌田貞治，木原長五郎である。この
ような事例は綿ネル業についてほかに5件あるほか，　タオル製造の富本合名
会社の分工場，縞木綿の今井町場の分工場にもみられるのである。これら分
工場主が分工場主任などであるのか，または文字通り分工場主であるのかは
いまにわかには判断しがたいが，先の白木綿の取扱店についての記述などか
ら，これをみずから工場を有する小工場主であるとみなすことができるであ
ろう。　さらに，タオル業の成立の経緯に関するつぎの記述，すなわち，明治
43年に麓常三郎が「二列式タオル製織機」を発明して製品の面目を一回目た
ため，今治綿布合資会社がタオルの製造を開始したほか，　「木綿業者のタオ
ルに転業する者，新規に営業するもの続出して，近郊各村落に於ける臼木綿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2B）及綿ネルの賃織工場は，何れもタオル工場に転じ」たという記述における，
近郊各村落に存在した白木綿および綿ネルの賃機工場とは，村落各所に成立
した小工場が賃織工場として編制されたものであるといえよう。このような
見当づけが当を得ているとするならば，この今治綿業史における特徴は，農
（28）　⑳と同一書，6Uページ。
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村部に多数の機業への小投資家層があり，それらの多くが今治綿ネル業者に
よって分工場として編制されているということにあるといえよう。　これら農
村部に多数の小投資家層があらわれることの諸条件や，今治綿ネル業者が生
産の拡大をこれらを分＝［1場として編制することによって行なっていく経緯の
検討などがなされなければならないであろう。
　今治綿ネル業は軍官公用，海外市場という市場条件のもとに急速に発展す
る。需要の増大に対応する生産の拡大は農村部の機業への小投資家層の分工
場的編制であったが，やがて，「従来執り来れる委託機は運営資金固定し，
資金の回収鈍く生産不規則」であるという状況のうちに，　「動力織機に属目
　　　（29）
し」て，力織機使用工場への転換が本格的にすすむ。　この力織機使用工場へ
の転換は彪大な資金を必要とするのであり，明治33年の阿部会社にはじまる
綿ネル業者の機械制工場への転換を可能とした資本的条件，さらにひろくは
斯業の経営に必要な固定資本，流動資本の資金調達方式の検討が必要であろ
う。この資金調達・金融面をはじめとして，今治綿織物業の発展過程の検討
は多面的に行われなければならないことはいうまでもないが，本稿において
は当面検討すべき，その最も特徴的な問題点を設定したのである。
附記　本稿は，昭和50年度文部省科学研究費補助金を得た「明治・大正期における地
　方工業地域の形成過程について」の研究成果の一・一一部である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1975．　8．　31）
（29）　備）と同一書，983ページ。
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